
第  １７  号議案  

 

令  和  ７  年  度    久  留  米  市  水  道  事  業  会  計  予  算  

 

 （総則）  

第１条  令和７年度久留米市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （業務の予定量）  

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）  給水戸数                              １３５，０２３   戸  

  （２）  年間総給水量                         ２７，３６９，０００   立方メートル  

  （３）  一日平均給水量   ７４，９８３   立方メートル  

  （４）  建設改良事業の概要  

       １  配水管布設工事               総延長         １，３２６    メートル  

       ２  配水管改良工事               総延長        １１，７３５    メートル  

       ３  浄水施設整備工事                          一   式  

93



 （収益的収入及び支出）  

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

 

収       入  

 第１款  水道事業収益                               ５，２４２，２３５   千円  

  第１項  営業収益                                ４，９１８，８７２   千円  

  第２項  営業外収益                                 ３１９，７３８   千円  

  第３項  特別利益                                    ３，６２５   千円  

 

支       出  

 第１款  水道事業費用                               ５，０７９，２６０   千円  

  第１項  営業費用                                ４，７４９，３８３   千円  

  第２項  営業外費用                                 ２０４，７２７   千円  

  第３項  特別損失                                  １０５，１５０   千円  

  第４項  予備費                                    ２０，０００   千円  
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 （資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，６３２，

１３２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０１，３７６千円、減債積立金２００，０００千円、及

び過年度分損益勘定留保資金１，３３０，７５６千円で補てんするものとする。）。  

 

収       入  

 第１款  資本的収入                                １，６９３，６０８   千円  

  第１項  企業債                                   ８５０，０００   千円  

  第２項  負担金                                   ２３８，４５８   千円  

  第３項  加入金                                   １０２，９６５   千円  

  第４項  補助金                                     １，６６６   千円  

  第５項  他会計への長期貸付金返還金                         ５００，０００   千円  

  第６項  固定資産売却代金                                  ５１９   千円  

 

支       出  

 第１款  資本的支出                                ３，３２５，７４０   千円  

  第１項  建設改良費                               １，６０９，９７２   千円  

  第２項  企業債償還金                              １，１９５，７６８   千円  

  第３項  他会計への長期貸付金                            ５００，０００   千円  

  第４項  予備費                                    ２０，０００   千円  

 

95



 （債務負担行為）  

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。  

 

事      項  期      間  限   度   額  

浄水発生土処分業務委託料  令和８年度  

千円  

 １０，６９２  

 

取水場及び浄水場薬品購入費  令和８年度  

 

１３１，７７９  

 

配水場薬品購入費  令和８年度  

 

  ２，０６０  

 

合川庁舎管理業務委託料  令和８年度から令和１０年度まで   １９，９１１  

合川庁舎清掃業務委託料  令和８年度から令和１０年度まで  

 

 ２０，０７６  

 

土木関連業務システム使用料  令和７年度から令和１２年度まで    ５，４４６  
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（企業債）  

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

 

起債の目的  限度額  起債の方法  利率  償還の方法  

上水道事業  

千円  

 

８５０，０００  

 

普通貸借又は証券発行  

％  

５．０以内  

 
（ た だ し 、利 率 見 直 し 方 式

で 借 り 入 れ る 資 金 に つ い

て 、利 率 の 見 直 し を 行 っ た

後 に お い て は 、当 該 見 直 し

後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 に つ い て は そ の 融

資 条 件 に よ り 、銀 行 そ の 他 の 場

合 に は そ の 債 権 者 と 協 定 す る

事 項 に よ る 。  

た だ し 、財 政 の 都 合 に よ り 据

置 期 間 を 短 縮 し 、又 は 繰 上 償 還

若 し く は 低 利 に 借 換 え す る こ

と が で き る 。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

  （１）営業費用と営業外費用の間  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 （１）  職員給与費                                ７７８，５３１   千円  

 （２）  交際費                                       ９０   千円  

 

令和７年２月１８日提出  

福岡県久留米市長   原   口    新   五  
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３１９,７３８

預金利息及びその他利息収入

行政財産使用料及びその他雑収入

７,９１３

１７,７６１

３,６２５

２９４,０６４

１　受取利息及び配当金

３　雑収益

給水装置工事手数料、消火栓維持管理負担金等の収入１９２,２５７

２　長期前受金戻入

２　営業外収益

水道料金収入４,７２６,６１５

１　営業収益

５,２４２,２３５

４,９１８,８７２

２　その他の営業収益

予定額（千円） 備　　　　　　考

１　水道事業収益

１　給水収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目

令 和 ７ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

３　特別利益

３,４２５１　固定資産売却益

２　過年度損益修正益 ２００
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１８６,２６０

その他配給水設備の維持管理

１０７,２３７

３６,８４９

２４,４６２

２６,０３５

７１,０６４

給　　　料　２６人

動　力　費

１８１,０２４

４０,０８２

動　力　費

薬　品　費

受　水　費

その他取水及び浄水設備の維持管理

１１７,４９６

１１１,５８１

に要する費用

修　繕　費

２１２,７８０

１２７,４４３

８７５,４２７

手　当　等

委　託　料

法定福利費

メーター検定修理に要する費用

に要する費用

給　　　料　１３人

千円

５５,４３９

手　当　等

法定福利費 ２０,４１５

委　託　料 １５９,３５８

６７５,７４８２　配水及び給水費

項 予定額（千円）

５,０７９,２６０

備　　　　　　考目

１　水道事業費用

款

支　　　　　　出

１　営業費用 ４,７４９,３８３

１,６７７,２０４１　原水及び浄水費
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３　その他特別損失 ９９,８１８ 企業局所有地土壌入替業務等 ９９,１５２

２０,０００４　予備費

企業債利息

１,０００

１　予備費 ２０,０００

１３,０３１

　

７４,２７８

４５,８４０

２６,２２６

２９６,９８１

５７,０９５

３８,０４０

２６,７４２

法定福利費

２,４１５

４２,２７１

委　託　料

その他料金の調定、検針及び収納

給　　　料　１６人

手　当　等

７１,３０６

厚生福利費

退職給付費

その他総括的業務に要する費用

委　託　料

給　　　料　９人

に要する費用

手　当　等

２３,１３４

法定福利費

１０５,１５０

１　支払利息及び企業債取扱諸費

２９

３　雑支出

１　固定資産売却損

２　過年度損益修正損

６８,５１３

２０４,７２７

１３５,２１４２　消費税及び地方消費税

３００,２９４

３　業務費 ４１７,０６５

３　特別損失

２　営業外費用

４　総係費

１,５６０,８２３

６　資産減耗費 １１８,２４９

５　減価償却費

５,３０３
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１　企業債

備　　　　　　考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

５１９１　固定資産売却代金

２３８,４５８

５００,０００

１,６６６

１０２,９６５

１０２,９６５

１,６６６

５００,０００

６　固定資産売却代金

５　他会計への長期貸付金返還金

目 予定額（千円）項

８５０,０００

配水管布設等工事負担金

建設改良費

３　加入金

水道加入金

１　工事負担金

８５０,０００

２　負担金

収　　　　　　入

１　資本的収入

款

１　加入金

１　企業債

１,６９３,６０８

２３８,４５８

国庫補助金

４　補助金

１　国県市補助金

５１９

１　他会計への長期貸付金返還金
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　業務用機器購入

　水質機器購入

３１,７３７

３,３２５,７４０

１,５７８,２３５１　建設改良費

千円

備　　　　　　考

７５,１５２給　　　料　１９人

５３,３０２手　当　等

２８,７２６

法定福利費 ２４,６１５

配水管布設工事費

委　託　料

１０５,２００

メーター購入費　２，７６４個２　機械備品購入費

３,５２５その他建設改良に要する費用

浄水施設整備工事費

機器購入費 ２０,５７６

１５３,１１５

配水管改良工事費 １,１３４,６００

１１,１６１

企業債元金償還金

１４,８０８

４,４６８

１,３００　その他機器購入

１,１９５,７６８

１,１９５,７６８

１　予備費

２　企業債償還金

２０,０００

１　企業債償還金

４　予備費

２０,０００

目項款

１　建設改良費

１　資本的支出

予定額（千円）

１,６０９,９７２

支　　　　　　出

３　他会計への長期貸付金 ５００,０００

１　他会計への長期貸付金 ５００,０００

103



104

zaisei
長方形



令和７年度　久留米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ７６,７８１

　　減価償却費 １,５６０,８２３

　　退職給付引当金の増加額 ２８,２６２

　　賞与引当金の増加額 ９,０５８

　　貸倒引当金の増加額 １０

　　長期前受金戻入額 △ ２９４,０６４

　　受取利息及び配当金 △ ７,９１３

　　支払利息及び企業債取扱諸費 ６８,５１３

　　固定資産除却損 ６８,２４９

    固定資産売却益 △ ３,０８７

　　未収金の増加額 △ ３２,２４１

　　未払金の増加額 １５,１３６

　　小計 １,４８９,５２７

　　利息及び配当金の受取額 ７,２２１

　　利息の支払額 △ ６８,５１３

　　業務活動によるキャッシュ・フロー １,４２８,２３５

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ １,６１３,７６６

　　有形固定資産の売却による収入 ３,５８６

　　工事負担金等による収入 ２６４,３１８

　　他会計貸付金返還による収入 ５００,０００

　　他会計貸付金による支出 △ ５００,０００

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,３４５,８６２

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ８５０,０００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １,１９５,７６８

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３４５,７６８

４　資金増加額（又は減少額） △ ２６３,３９５

５　資金期首残高 ５,１０６,６５０

６　資金期末残高 ４,８４３,２５５
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１　総　　括

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ５５

(１４)

１９

１０ ７４

(１４)

１０ ５７

(１１)

１９

１０ ７６

(１１)

０ △ ２

(３)

０

０ △ ２

(３)

(　　)内は短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数で外数

６９,５８５合　　計 ０ ５,２７６ ５８,４３９ ６３,７１５ ５,８７０

３,６２６ ３,１９４ ６,８２０ ５２９ ７,３４９

７０９,０１８

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ １,６５０ ５５,２４５ ５６,８９５ ５,３４１ ６２,２３６

資本勘定支弁職員

合　　計 ７２ ３４１,８９８ ２５４,８７４ ５９６,８４４ １１２,１７４

７１,５２６ ５０,１０８ １２１,６３４ ２４,０８６ １４５,７２０

７７８,６０３

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ７２ ２７０,３７２ ２０４,７６６ ４７５,２１０ ８８,０８８ ５６３,２９８

資本勘定支弁職員

合　　計 ７２ ３４７,１７４ ３１３,３１３ ６６０,５５９ １１８,０４４

９３,４２９ ６２５,５３４

資本勘定支弁職員 ７５,１５２ ５３,３０２ １２８,４５４ ２４,６１５ １５３,０６９

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ７２ ２７２,０２２ ２６０,０１１ ５３２,１０５
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １２,８１１ ９,２２４ ６,７２９ ７,９７４

前　年　度 １４,２７７ ０ ６,２７８ ７,０５２

比　　　較 △ １,４６６ ９,２２４ ４５１ ９２２

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ４８８ ２７,８９４ １,２０２ ８,５５２

前　年　度 ４８７ ２９,３４０ １,２６４ ７,８３４

比　　　較 １ △ １,４４６ △ ６２ ７１８

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ７４ ９１,１６４ ７２,９２３ ７４,２７８

前　年　度 ７４ ８７,３４１ ７０,２２４ ３０,７０３

比　　　較 ０ ３,８２３ ２,６９９ ４３,５７５

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ５５

(９)

１９

１０ ７４

(９)

１０ ５７

(７)

１９

１０ ７６

(７)

０ △ ２

(２)

０

０ △ ２

(２)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

２,７８８ ５７,５８２ ６０,３７０ ５,０２６ ６５,３９６

３,６２６ ３,１９４ ６,８２０ ５２９

△ ８３８ ５４,３８８ ５３,５５０ ４,４９７ ５８,０４７

７,３４９

７１,５２６

３３２,４３９ ２５２,９４９ ５８５,４６０

１４５,７２０２４,０８６１２１,６３４５０,１０８

１１０,０６８ ６９５,５２８

２６０,９１３ ２０２,８４１ ４６３,８２６ ８５,９８２ ５４９,８０８

３３５,２２７ ３１０,５３１ ６４５,８３０ １１５,０９４

合　　計

５３,３０２ １２８,４５４ ２４,６１５ １５３,０６９

２６０,０７５ ２５７,２２９ ５１７,３７６ ９０,４７９

７６０,９２４

職　員　数

６０７,８５５

７５,１５２

前
　
年
　
度

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

０

０

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

本
　
年
　
度

区　　　　　分

７２

７２

７２

７２
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １２,８１１ ８,９８５ ６,７２９ ７,９７４

前　年　度 １４,２７７ ０ ６,２７８ ７,０５２

比　　　較 △ １,４６６ ８,９８５ ４５１ ９２２

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ４８８ ２７,８９４ １,２０２ ８,５５２

前　年　度 ４８７ ２９,３４０ １,２６４ ７,８３４

比　　　較 １ △ １,４４６ △ ６２ ７１８

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ７４ ８８,６２１ ７２,９２３ ７４,２７８

前　年　度 ７４ ８５,４１６ ７０,２２４ ３０,７０３

比　　　較 ０ ３,２０５ ２,６９９ ４３,５７５

区　  分

区  　分

区　  分
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(５)

(５)

(４)

(４)

(１)

(１)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員数で外数

４,１８９

職　員　数

合　　計 ２,４８８ ８５７ ３,３４５ ８４４

２,１０６ １３,４９０

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ２,４８８ ８５７ ３,３４５ ８４４ ４,１８９

資本勘定支弁職員

前
　
年
　
度

１３,４９０

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 ９,４５９ １,９２５ １１,３８４ ２,１０６

合　　計 ９,４５９ １,９２５ １１,３８４

合　　計 １１,９４７ ２,７８２ １４,７２９ ２,９５０ １７,６７９

資本勘定支弁職員

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 １１,９４７ ２,７８２ １４,７２９ ２,９５０ １７,６７９
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２３９

前　年　度

比　　　較 ２３９

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２,５４３

前　年　度 １,９２５

比　　　較 ６１８

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 ５,２７６ 　１　給与改定に １０,０５２ 　給料表の改定　　平均約3％引き上げ

　　　伴う増減分

　２　昇給に伴う ９７３ 　平均昇給率 0.292%

　　　増  加  分

　３　そ の 他 の △ ５,７４９ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）

　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　要員の減少による増減分 　　　　　本年度　　　　７４人　　  　０人　　　７４人

△８，９９８千円 　　　　　前年度　　　　７５人　　 　 １人　　　７６人

　　　　　増　減  　　　△１人　　　△１人　 　 △２人

手　当 ５８,４３９ 　１　制度改正に １２,５７９ 　期末手当　　　　　　年間 2.45月　→　2.50月

　　　伴う増減分 　勤勉手当　　　　　　年間 2.05月　→　2.10月

　地域手当支給率　全域　0％→2％

　２　そ の 他 の ４５,８６０

　　　増　減　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

３，２４９千円　　　増　減　分
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３４８，６４６ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ４１５，１６５ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４５歳０ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３３９，６４１ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ４０１，６４１ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４４歳６ヵ月 歳

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １９４,５００ １９２,５００ １９４,５００ １９２,５００

大   学   卒 ２２５,６００ ２２５,６００

企　　　業　　　職

令和　７年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

令和　６年 １ 月 １ 日 現在

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度企　　　業　　　職
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

６  ８.１  

(２) (４０.０)

２　　級 ２  ２.７  ２　　級

１７  ２３.０  

(１) (２０.０)

２８  ３７.８  

(１) (２０.０)

５　　級 １２  １６.２  

６　　級 ７  ９.４  

１  １.４  

(１) (２０.０)

８　　級 １  １.４  

７４  １００.０  

(５) (１００.０)

８  １０.７  

(１) (３３.４)

２　　級 ３  ４.０  ２　　級

１４  １８.７  

(１) (３３.３)

３２  ４２.７  

(１) (３３.３)

５　　級 ９  １２.０  

６　　級 ７  ９.３  

７　　級 １  １.３  

８　　級 １  １.３  

７５  １００.０  

(３) (１００.０)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

計 計

計計

４　　級

１　　級

７　　級

１　　級 １　　級

１　　級

４　　級

３　　級

４　　級

給　　料　　表　　（一）

３　　級

令和　６年 １月 １日現在

給　　料　　表　　（二）
区　　　　分

企　　　　業　　　　職

３　　級

３　　級

４　　級

令和　７年 １月 １日現在
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

７４ ７４

６６ ６６

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ５６ ５６ 　（令和 ７ 年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） １０ １０ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８９.２ ８９.２

７６ ７６

６８ ６８

２号給　（人）

４号給　（人） ５７ ５７

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） １１ １１

　号給　（人）

８９.５ ８９.５

短時間勤務職員を除く

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（ｂ）／（ａ） （％）

職　　員　　数（ａ)　（人）

昇給に係る職員数（ｂ） （人）

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 保　安　手　当 

企　業　職

０.１ ％　

５０％　　

１，０９９円　
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．３０ ２．３０ ４．６０

（１．２０） （１．２０） （２．４０）

２．２５ ２．２５ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．３０ ２．３０ ４．６０

（１．２０） （１．２０） （２．４０）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

　（８）その他の手当

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

有

区　　　分

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

区　　　分

同　　　　　じ

差　異　の　内　容

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

備    考

備    考
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0 12,320 18,480 30,800 0 100.0

18,480 18,480 60.0

計 30,800 0 0 30,800

40.0

7 18,480 18,480

12,320 12,320 12,320

200,000 100,000 300,000 0 100.0

浄水施設
整備事業
( 撹 拌 機 )

6 12,320

100,000 33.3

計 300,000 0 0 300,000 0

66.7

7 100,000 100,000 100,000

そ の 他
特別損失
事 業

浄水施設
整備事業
（南側法面）

6 200,000

6

6

計

7 99,000

千円

6,485
浄水施設
整備事業
（ 水 質 モ ニ タ ー ）

0 4,324

100.010,809 0 0 10,809 0 4,324 6,485

60.0

40.0

7 6,485 6,485

4,3244,324

6,485

計

200,000 0

10,809 0

0

99,000 99,000

200,000 200,000

4,324

100.0165,000 0 0 165,000 0 66,000 99,000 165,000

66,000

60.0

66,000

千円

40.0

99,000

千円

66,000 66,000

千円 ％

継 続 費 に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債 その他

全　　体　　計　　画

年割額

千円 千円千円 千円 千円

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

款 項 事業名

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

年度

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

1
水道
事業
費用

3
特別
損失

1 1
資本的
支　出

建　設
改良費
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zaisei
長方形



令和７年度から

令和11年度まで

１０,６９２令和８年度 １０,６９２
業務委託料

浄水発生土処分
１０,６９２

薬品購入費

配水場
２,０６０ ２,０６０

令和８年度
取水場及び浄水場

１３１,７７９ １３１,７７９ １３１,７７９
薬品購入費

５４１,４５８
運転管理業務委託料

５４１,４５８
放光寺浄水場

６５３,６６５

千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

千円

期　間 金　額

千円

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 金　額

千円

企業債

千円

その他

令和８年度 ２,０６０
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２０,０７６

包括委託料
令和６年度まで ５６７,４６８

令和８年度まで

合川庁舎管理
１９,９１１

令和８年度から

業務委託料
１９,９１１

令和７年度から
２０８,９５６

料金窓口業務等
９６５,５８０ ２０８,９５６

令和７年度から
４３,０００

令和８年度まで

千円千円 千円

４３,０００

企業債 その他

推進業務委託料

千円 千円

アセットマネジメント
５６,０００

限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

事　　　項

金　額

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 期　間

令和８年度から
２０,０７６

業務委託料 令和10年度まで

合川庁舎清掃
２０,０７６

金　額

１９,９１１
令和10年度まで
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５,４４６
システム使用料 令和12年度まで

土木関連業務
５,４４６

令和７年度から
５,４４６

企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 金　額 期　間 金　額

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　の　財　源　内　訳
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zaisei
長方形



　 （単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４６０,５１７

ロ ２,０２１,４２１

△ １,２１５,２６０ ８０６,１６１

ハ ６４,３７５,５１８

△ ３０,２３９,５３３ ３４,１３５,９８５

ニ ７,１１２,０６７

△ ４,９４９,２７０ ２,１６２,７９７

ホ ３０,４５５

△ ２９,２５６ １,１９９

へ ２９６,１９１

△ ２１８,８９５ ７７,２９６

ト ７１１,０３６

３９,３５４,９９１

（２）

イ １,１０９

１,１０９

（令和８年３月３１日）

令　和 ７ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

資　　　産　　　の　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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（３）

イ ５００,０００

ロ ４３

５００,０４３

３９,８５６,１４３

２　流　　動　　資　　産

（１） ４,８４３,２５５

（２） ７７４,９８８

△ ６,５４８ ７６８,４４０

（３） ３,１０１

５,６１４,７９６

４５,４７０,９３９

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投 資その他の資産合計

そ の 他 資 産
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ５,９２４,０２８

５,９２４,０２８

（２）

イ ８９５,８２１

８９５,８２１

６,８１９,８４９

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 １,２８０,７６７

１,２８０,７６７

（２） ６１６,７３５

（３）

イ ６０,４９４

６０,４９４

（４） ５０,８３８

２,００８,８３４

５　繰　延　収　益

（１） １２,９７３,３００

△ ５,５３２,７０８ ７,４４０,５９２

（２） ８１,８５０

７,５２２,４４２

１６,３５１,１２５

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部
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６　資　　本　　金 ２６,２６３,９１９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７４

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４１

（２）

イ ２８３,６５０

ロ ３２８,５０４

６１２,１５４

２,８５５,８９５

２９,１１９,８１４

４５,４７０,９３９

加 入 金

そ の他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

国 県 市 補 助 金
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（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,２７８,３９４

（２） ５０,６３２ ４,３２９,０２６

２　営　　業　　費　　用

（１） １,４９８,３２３

（２） ４７９,２１７

（３） ３９９,４５３

（４） ２４７,２２２

（５） １,５７０,９２９

（６） ９９,２６８ ４,２９４,４１２

３４,６１４

令 和 ６ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

営 業 利 益
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３　営　業　外　収　益

（１） ９８８

（２） ３１５,００３

（３） １６,２１９ ３３２,２１０

４　営　業　外　費　用

（１） ６８,１３３

（２） １,３３１ ６９,４６４ ２６２,７４６

２９７,３６０

５　特　　別　　利　　益

（１） ２,２４６

（２） ５４０

（３） ２,３００ ５,０８６

６　特　　別　　損　　失

（１） ２９

（２） ４,８５０

（３） ８８,６９６ ９３,５７５ △ ８８,４８９

２０８,８７１

４２,８５２

３００,０００

５５１,７２３

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

130



（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４６０,５１７

ロ ２,００８,１５２

△ １,１５０,２３６ ８５７,９１６

ハ ６３,１０３,４９６

△ ２９,３９７,８１３ ３３,７０５,６８３

ニ ７,０３２,９６８

△ ４,７４８,１２７ ２,２８４,８４１

ホ ３２,７４５

△ ２６,８８６ ５,８５９

へ ２８４,９９６

△ ２０１,９０２ ８３,０９４

ト ７６２,４３５

３９,１６０,３４５

（２）

イ １,１０９

１,１０９

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（令和７年３月３１日）

令 和 ６ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
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（３）

イ ４３

４３

３９,１６１,４９７

２　流　　動　　資　　産

（１） ５,１０６,６５０

（２） ６９４,４７３

△ ６,５３８ ６８７,９３５

（３） ３,１０１

（４） １５１,３６０

（５） ５００,０００

６,４４９,０４６

４５,６１０,５４３

前 払 金

短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

投資その他の資産合計

そ の 他 資 産

貯 蔵 品

現 金 ・ 預 金

貸 倒 引 当 金

未 収 金
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ６,３５４,７９５

６,３５４,７９５

（２）

イ ８６７,５５９

８６７,５５９

７,２２２,３５４

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 １,１９５,７６８

１,１９５,７６８

（２） ５４２,５０８

（３）

イ ５１,４３６

５１,４３６

（４） ５０,８３８

１,８４０,５５０

５　繰　延　収　益

（１） １２,６６４,８６８

△ ５,２４８,３４４ ７,４１６,５２４

（２） ８８,０８２

７,５０４,６０６

１６,５６７,５１０

流 動 負 債 合 計

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

負　　　債　　　の　　　部
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６　資　　本　　金 ２５,９６３,９１９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７４

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４１

（２）

イ ２８３,６５０

ロ ５５１,７２３

８３５,３７３

３,０７９,１１４

２９,０４３,０３３

４５,６１０,５４３

資　　　本　　　の　　　部

その他資本剰余金

工 事 負 担 金

国 県 市 補 助 金

加 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金
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会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 地方公営企業法施行令にもとづく地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

  （１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

      貯蔵品    最終仕入原価法による。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

減価償却の方法     定額法による。 

主な耐用年数 

   建物          10～50 年 

   構築物          2～60 年 

   機械及び装置       2～20 年 

   車両運搬具        3～ 5 年 

   工具、器具及び備品    2～20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

減価償却の方法     定額法による。 

主な耐用年数 

   商標権                      10 年 

  （３）リース資産 

現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引について、久留米市企業局は中小規模事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 
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３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12 月から 3 月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、決算報告書について税込方式、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書については税抜方式によっている。 

 

 

Ⅱ．令和 7年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和 7 年度において、退職手当 46,016,000 円を支給するために、退職給付引当金 46,016,000 円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和 7 年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 172,031,000 円の支出のために、賞与引当金 51,437,000 円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和 7 年度において、久留米市水道料金不納欠損等債権管理要綱第 2条における不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 3,195,000 円を取り崩す予定で

ある。 
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４ 水銀漏出事案に係る費用の特別損失への計上 

令和 5年 9月に企業局所有施設において金属水銀の漏出を発見した事案に関して、金属水銀の除去や土壌調査などを行ってきている。これらの対応の一環と

して令和 6年度に予算措置された土壌入替業務等について、令和 7年度に繰り越して継続的に事業を進めるための費用など 165,151,800 円（うち令和 6年度

からの繰越額 66,000,000 円）を、令和７年度の特別損失に計上している。 

 

５ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 32,514,582 円  

     １年超 64,905,905 円  

      計    97,420,487 円 

 

 

Ⅲ．令和 6年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和 6 年度において、退職手当 26,713,679 円を支給するために、退職給付引当金 26,713,679 円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和 6 年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 158,742,370 円の支出のために、賞与引当金 49,308,925 円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和 6 年度において、久留米市水道料金不納欠損等債権管理要綱第 2条における不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金 3,195,000 円を取り崩す予定

である。 

４ 水銀漏出事案に係る費用の特別損失への計上 

令和 5年 9月に企業局所有施設において金属水銀の漏出を発見した事案に関して、金属水銀の除去や土壌調査など対応に着手した。このうち旧流量計室の

解体業務等に係る費用 91,632,873 円（うち令和 5年度からの繰越額 46,054,690 円）を令和 6年度の特別損失に計上している。また、令和 6年度に予算措

置された業務のうち土壌入替業務については、令和 7 年度に予算を繰り越して継続的に事業を進める（令和 6 年度末時点の繰越見込額 66,000,000 円。総
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額 165,000,000 円）。 

 

５ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 38,330,448 円 

     １年超 109,005,555 円 

      計   147,336,003 円 

 

 

Ⅳ セグメント情報の開示 

久留米市水道事業は、水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 

 

 

Ⅴ 減損損失 

   １ グルーピングの方法 

水道事業は、水道水を製造、供給するための複数の資産を保有し、それぞれの資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、事業全体を一体の資産グ

ループとする。 

ただし将来の使用が見込まれていない遊休資産のうち、帳簿価額 1,000 万円以上のものについては、個々の資産毎にグルーピングする。 

 

   ２  減損の兆候等 

上記の固定資産グルーピングにて判定を行ったが、減損の兆候は認められなかった。  
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